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1. 2020年2月期の業績（2019年3月1日～2020年2月29日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2020年2月期 182,627 2.9 2,449 1.7 2,463 1.3 1,228 14.8

2019年2月期 177,499 1.3 2,408 12.2 2,431 12.0 1,070 18.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2020年2月期 162.12 161.26 8.3 6.3 1.3

2019年2月期 141.62 140.68 7.7 6.6 1.4

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2020年2月期 41,261 15,305 36.9 2,010.40

2019年2月期 37,300 14,483 38.6 1,905.11

（参考） 自己資本 2020年2月期 15,242百万円 2019年2月期 14,411百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2020年2月期 5,692 △2,407 △798 11,211

2019年2月期 3,863 △1,853 △711 8,724

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2019年2月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00 226 21.2 1.6

2020年2月期 ― 20.00 ― 15.00 35.00 265 21.6 1.8

2021年2月期(予想) ― 20.00 ― ― ― ―

2020年4月10日開示の「イオン九州株式会社、マックスバリュ九州株式会社及びイオンストア九州株式会社の合併契約の締結に関するお知らせ」のとおり、2020年9
月1日を合併効力発生日とすることから、2021年2月期年間配当(予想)については記載しておりません。

3. 2021年 2月期第２四半期(累計)の業績予想（2020年 3月1日～2020年 8月31日）
（％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 97,500 8.1 1,000 1.5 1,000 1.5 550 5.3 72.53

2020年4月10日開示の「イオン九州株式会社、マックスバリュ九州株式会社及びイオンストア九州株式会社の合併契約の締結に関するお知らせ」のとおり、2020年9
月1日を合併効力発生日とすることから、2021年2月期(通期)については記載しておりません。なお、新型コロナウイルスの感染拡大による業績への影響は、現時点
では合理的に算出することが困難であることから上記当期業績予想には反映されておりません。



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2020年2月期 7,582,048 株 2019年2月期 7,564,648 株

② 期末自己株式数 2020年2月期 0 株 2019年2月期 0 株

③期中平均株式数 2020年2月期 7,577,544 株 2019年2月期 7,556,491 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

（当期の経営成績）

当事業年度における経済環境は、米中貿易摩擦の長期化、英国のＥＵ離脱問題等により海外経済の

減速傾向が強まるなか、香港や韓国といった近隣国における政治・経済情勢の動揺も重なり、外部環境

は厳しさを増しております。国内的にも自然災害の発生や消費税率引上げ等により、経済の先行き不透

明感が拭えず、個人消費の低下が懸念されるなど、生活者の消費購買意欲については、依然として不安

定な状況が続いております。 

九州における食品小売業界におきましても、消費増税や社会保険負担増等可処分所得への影響など

からの消費マインドの悪化や、ドラッグストアやディスカウントストアの食品販売進出の拡大や、コンビニエ

ンスストアの出店攻勢等によって、顧客獲得競争が激化しております。さらに原材料や資材価格の高止ま

りと人手不足による物流コスト・労働単価の上昇に加え、お客さまの食の安全安心を含めた品質を重視す

る傾向が強まり続けるなど、当社を取り巻く経営環境はより一層厳しさを増しております。 

当社はこのような経営環境のなか、「『すべてはお客さまのために』を原点にベストローカルを実現し、

九州におけるスーパーマーケット事業のリーディングカンパニーになる」というビジョンのもと、社会から求

められる存在意義を踏まえ、持続的成長を目指し、更なる生産性向上を推進するため、新規出店及び既

存店の活性化を継続実施するとともに、熾烈な競争に打ち勝ちながら成長の原資を確保するための収益

構造の改革に取り組んでまいりました。 

これらの結果、当事業年度の業績は、売上高182,627百万円(前年同期比102.9%)、営業利益2,449百

万円(前年同期比101.7%)、経常利益2,463百万円(前年同期比101.3%)、当期純利益1,228百万円(前年同

期比114.8%)となり、増収増益となりました。 

当事業年度に取り組みました主な内容につきましては、次のとおりです。 

(店舗数拡大による客数の増加及び商勢圏拡大への取り組み)

事業基盤の安定的拡大を図るため、新規出店や店舗承継、スクラップアンドビルドに取り組んでまい

りました。 

事業基盤の拡大の要として６店舗を新規出店しました。2019年５月にザ・ビッグ大牟田店（福岡県大

牟田市）、マックスバリュエクスプレス千早駅前店（福岡市東区）をオープンしました。また、同年７月に

久留米市における２店舗目となるビッグ業態店舗として、ザ・ビッグ久留米すわの店（福岡県久留米市）

をオープンしました。 

同年９月には北部九州・山口でスーパーマーケット事業を展開しておりました株式会社レッドキャベ

ツから店舗を承継し、レッドキャベツみらい長崎ココウォーク店（長崎県長崎市）をオープンしました。来

店されるお客さまのライフスタイルに合わせた商品提供に取り組み、地域催事やイベント、学校行事な

ど地元マーケットへ積極的に対応を図り、「品揃え」・「品質」・「安さ」・「便利」・「サービス」の提供に取り

組んでおります。 

さらに、同年10月にマックスバリュ帯山店（熊本市中央区）を熊本市内の帯山地区に当社として初出

店し、同年11月にマックスバリュ諫早西部台店（長崎県諫早市）をイオンタウン諫早西部台ショッピング

センターの核テナントとして出店しました。 

なお、８月に発生した「令和元年８月豪雨」で甚大な被害を受けたマックスバリュ武雄店（佐賀県武雄

市）は一時的に営業停止となったものの、災害防止や防衛策を十分に検討した上で、同年11月にザ・

ビッグ武雄店として開店しました。店舗の業態は変わりましたが、以前と同様に地域に根差しお客様に

支持される店舗作りを目指しております。 

この結果、当事業年度末における店舗数は、162店舗(福岡県58店舗、佐賀県19店舗、長崎県19店

舗、熊本県25店舗、大分県13店舗、宮崎県15店舗、鹿児島県13店舗)となりました。 

(営業における取り組み)

営業面の取り組みとしては、11店舗の改装を行うとともに、３店舗の売場・商品見直しを中心とした小

規模改装を実施しております。「ライフスタイル提案型」のマックスバリュモデルの活性化実績を基に、

多様化する地域のお客さまニーズの変化への対応を図り、商品構成や品揃えの見直しを実施するとと

もに、生鮮食品を中心に地域・地場商品の品揃えを拡大しました。店舗の外装や店内設備につきまし

ても、省エネ・節電対策として老朽化した冷凍・冷蔵ケースの入替、店内作業の削減や人材不足解消

に対応したセミセルフレジ・引き出し式什器の導入、お客さまに安心してお買物をしていただけるよう駐

車場や出入口の設備等の改善を実施しています。 
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また、ローコストオペレーションへの取り組みとして、昨年度にスタートしました旬鮮工房（福岡水産パ

ックセンター）の商品供給エリアや導入店舗数の拡大を順次進めております。また、店舗収益力の強化

への取り組みとして、品揃えの標準化・差別化・鮮度の向上を図るとともに、店舗作業の軽減によりオペ

レーションコストを低減しております。 

販売費及び一般管理費につきましては、依然として慢性的な人材確保難や賃金の上昇により、労務

費用が増加傾向にあります。また、海外経済の動向や円安の影響による資材コストの上昇や、原油価

格上昇による水道光熱費の高騰が続きました。さらに、当事業年度は消費増税に対応したシステム導

入等によるイニシャルコストの増加がありました。一方で、WAONカードによる顧客分析システムの活用

によるお客さま情報分析や商圏分析により、紙媒体のチラシ配布枚数や配布エリアを見直すとともに、

アプリ・SNSを活用した販促効率化を推進することで、効率的な販売促進活動に取り組みました。また、

店舗作業の軽減を目的とした自動発注システムの対象部門拡大や、お支払セミセルフレジの導入を積

極的に推進するとともに、従業員の働き方を変える施策を行いオペレーションコストの削減を推進しまし

た。さらに、９月１日より全店舗にてレジ袋無料配布を中止したことで、環境負荷軽減に取り組むととも

に、レジ袋費用やお買物袋持参値引き費用等の削減にもつながっております。 

（資産、負債、純資産の状況）

（資産)

当事業年度末における総資産は、前事業年度末と比べ3,961百万円増加し、41,261百万円となりま

した。 

流動資産は前事業年度末より3,609百万円増加し、20,592百万円となりました。主な要因は、当事業

年度末が金融機関休業日であったことにより、現金及び預金が2,486百万円増加したことによるもので

す。 

固定資産は前事業年度末より352百万円増加し、20,669百万円となりました。主な要因は、有形固定

資産が新規出店等により109百万円増加したことによるものです。 

(負債)

当事業年度末における負債は、前事業年度末と比べ3,139百万円増加し、25,956百万円となりまし

た。 

流動負債は前事業年度末より3,243百万円増加し、23,927百万円となりました。主な要因は、当事業

年度末が金融機関休業日であったことにより、買掛金が2,567百万円、未払費用が668百万円増加した

ことによるものです。 

固定負債は前事業年度末より103百万円減少し、2,029百万円となりました。主な要因は、長期借入

金が135百万円減少したことによるものです。 

（純資産)

当事業年度末における純資産は、前事業年度末と比べ821百万円増加し、15,305百万円となりまし

た。主な要因は、繰越利益剰余金が851百万円増加したことによるものです。 

（キャッシュ・フローの状況）

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、11,211百万円（前年同期は8,724

百万円）となりました。なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は5,692百万円（前年同期は3,863百万円の獲得）となりました。 

これは、主に税引前当期純利益1,954百万円と非資金的費用である減価償却費1,741百万円及び減

損損失412百万円による増加に加え、当事業年度末が金融機関休業日であったことによる仕入債務の

増加額2,541百万円があったものの、法人税等の支払額970百万円による減少があったことによるもの

です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は2,407百万円（前年同期は1,853百万円の使用）となりました。 

これは、主に新規出店及び既存店の活性化等にかかる有形固定資産の取得による支出1,985百万

円があったこと等によるものです。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は798百万円（前年同期は711百万円の使用）となりました。 

これは、主に長期借入金の返済による支出360百万円及び配当金の支払額378百万円があったこと

等によるものです。 

 

（キャッシュ・フロー関連指標の推移）

  2017年2月期 2018年2月期 2019年2月期 2020年2月期 

自己資本比率（％） 35.7 37.5 38.6 36.9 

時価ベースの自己資本比率（％） 39.9 50.6 45.9 32.9 

キャッシュ・フロー対有利子負債比
率（年） 

0.6 0.4 0.2 0.1 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 146.3 196.9 416.5 1,274.7 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としています。 

 

（２）今後の見通し

2020年度におきましても、新型コロナウイルスの影響により、全世界が混乱している状況にあり、日本国

内においても蔓延の恐れが高い状況となっております。当社としても感染拡大を防止する重大局面となっ

ており、従業員全員の情報共有及び感染防止に向けた対策・対応に取り組んでまいります。現在の状況

を踏まえれば、短期的な収束は考えにくく、長期的な対策や対応が必要であると考えられます。 

また、経済環境におきましても、気候変動や新型コロナウイルス等により、消費マインドの低下や家計収

入の伸び悩み等により、引き続き厳しい経営環境が続くものと考えられます。加えて、消費者の低価格志

向の強まりや、少子高齢化と人口減、都市部への人口回帰によるマーケットの縮小、異業態の食品市場

への参入拡大、少子高齢化の進行に伴う人手不足と労働単価の上昇等により、厳しい競争環境はさらに

激化するものと考えられます。 

こうした環境のもと、当社は中期経営計画に基づき、成長の原資となる新規出店や既存店活性化を継

続して実施してまいります。新規出店につきましては、2020年３月より順次出店準備を進め、さらなる商圏

シェアの拡大を図ってまいります。また、既存店の活性化につきましても、店舗ごとの目指すべきフォーマ

ット及びコンセプトに基づき積極的に取り組んでまいります。 

収益面につきましては、仕入価格上昇による一品単価が微増する中、客数の増加及びお客さま一人あ

たり買上点数アップを実現するため、九州オリジナル商品をはじめとした価値ある商品の開発や調達の強

化に取り組んでまいります。また、物流コストの低減により原価低減を図るとともに、商品の廃棄削減への

継続的な取り組みを行い、売上総利益率の改善を図ってまいります。 

経費面につきましては、継続して厳しい雇用環境が予測される中、チーム運営の拡大・レベル向上を

図るとともに、店舗オペレーションの見直しによる効率化推進や、販促体系の見直しによる販促費の効率

化及び固定費の見直し等による削減への取り組みを継続して行ってまいります。また、営業時間の見直し

につきましても、個店ごとの経営状況や店舗の環境、人時状況等を踏まえ、営業時間の最適化に取り組

んでまいります。 

以上の取り組みにより、翌事業年度(2021年２月期第２四半期)の業績見通しにつきましては、売上高

97,500百万円、営業利益1,000百万円、経常利益1,000百万円、当期純利益550百万円を見込んでおりま

す。 

なお、上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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また、2020年４月10日開示の「イオン九州株式会社、マックスバリュ九州株式会社及びイオンストア九州

株式会社の合併契約の締結に関するお知らせ」のとおり、2020年９月１日を合併効力発生日とすることか

ら、2021年２月期（通期）については記載しておりません。 

 

（３）その他投資判断に有用な追加情報

（企業集団の状況）

当社は、イオン株式会社を中心とする企業集団イオングループの中で、スーパーマーケット事業を営

む企業群の中に位置づけられており、チェーンストアとして九州地区に配置した店舗において、食料品・

日用雑貨品の販売を主力とした小売業を営んでおります。 

当社はイオン株式会社と同社が所有する商標等の使用に対するブランドロイヤリティ契約を締結してお

ります。イオン九州株式会社、イオンタウン株式会社及びレッドキャベツ株式会社と店舗不動産賃借取

引、イオンクレジットサービス株式会社に対してイオンカードやＷＡＯＮ等のクレジット回収業務等の委託、

イオンマーケティング株式会社とWAONポイントカード運用取引、イオン銀行株式会社と店舗内ＡＴＭ設

置に伴う賃貸取引、イオンディライト株式会社と店舗維持管理及びレジ袋等の資材の供給等並びに自動

販売機の業務委託の取引を行っております。イオンリテール株式会社、イオンリカー株式会社及び株式

会社未来屋書店から商品の一部供給を、イオントップバリュ株式会社からＰＢ商品であるトップバリュ商品

の供給を受けております。イオングローバルＳＣＭ株式会社に対して物流業務の委託を、イオンアイビス

株式会社との間で電子計算処理や事務処理の委託を行っております。 

 

（利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当）

当社は、株主に対する利益の還元を経営上の重要な施策と位置づけており、事業規模の拡大と経営

の効率化によって企業価値を高めるために必要な内部留保資金を確保しつつ、安定した配当を継続して

行っていくことを基本方針としております。 

また、内部留保金につきましては、店舗の新設及び改装、システム投資並びに人材育成のための教育

投資等に活用し、事業基盤の強化と更なる業容の拡大につなげてまいります。 

本方針のもと、2019年８月末時点において、当社株式をお持ちの株主さまに対して、１株当たり20円の

普通配当を実施しております。 

また、当期の配当金については、2020年４月10日開催の取締役会決議により、1株当たり普通配当15

円とさせていただきました。なお、配当金のお支払開始日(効力発生日）は2020年４月27日(月)とさせてい

ただきます。 

次期の配当金につきましては、１株当たり中間配当金20円を予定しています。 

- 5 -

マックスバリュ九州株式会社　(3171)
2020年2月期　決算短信〔日本基準〕(非連結)



２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で財務諸表を

作成する方針です。 

なお、今後につきましては、外国人株主比率の推移及び国内の同業他社の国際会計基準の適用動向を踏

まえ、国際会計基準の適用について検討を進めていく方針です。 
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
    （単位：百万円） 

 
前事業年度 

(2019年２月28日) 
当事業年度 

(2020年２月29日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,724 11,211 
売掛金 1,808 2,502 
商品 4,580 4,814 
貯蔵品 49 53 
前払費用 471 500 
その他 1,348 1,510 

流動資産合計 16,982 20,592 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 7,203 7,148 
構築物（純額） 460 483 
工具、器具及び備品（純額） 2,463 2,665 
土地 2,875 2,875 
リース資産（純額） 57 12 
建設仮勘定 24 10 

有形固定資産合計 13,085 13,194 

無形固定資産    

ソフトウエア 66 215 
その他 13 13 

無形固定資産合計 80 228 
投資その他の資産    

投資有価証券 426 357 
出資金 0 0 
長期前払費用 365 396 
繰延税金資産 1,689 1,739 
差入保証金 4,669 4,753 

投資その他の資産合計 7,151 7,246 

固定資産合計 20,317 20,669 

資産合計 37,300 41,261 

 

- 7 -

マックスバリュ九州株式会社　(3171)
2020年2月期　決算短信〔日本基準〕(非連結)



 

    （単位：百万円） 

 
前事業年度 

(2019年２月28日) 
当事業年度 

(2020年２月29日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 40 15 
買掛金 13,909 16,477 
短期借入金 100 100 
1年内返済予定の長期借入金 360 135 
リース債務 60 13 
未払金 1,514 1,815 
未払費用 1,768 2,436 
未払法人税等 683 470 
預り金 565 860 
前受収益 37 40 
賞与引当金 214 218 
役員業績報酬引当金 29 11 
店舗閉鎖損失引当金 33 8 
資産除去債務 14 3 
その他 1,351 1,321 

流動負債合計 20,684 23,927 
固定負債    

長期借入金 210 75 
リース債務 16 3 
資産除去債務 1,106 1,177 
その他 799 773 

固定負債合計 2,132 2,029 

負債合計 22,816 25,956 
純資産の部    

株主資本    

資本金 1,612 1,626 
資本剰余金    

資本準備金 1,457 1,472 

資本剰余金合計 1,457 1,472 
利益剰余金    

利益準備金 72 72 
その他利益剰余金    

固定資産圧縮積立金 9 8 
別途積立金 7,800 7,800 
繰越利益剰余金 3,254 4,106 

利益剰余金合計 11,137 11,987 

株主資本合計 14,206 15,086 
評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 204 156 

評価・換算差額等合計 204 156 

新株予約権 71 62 

純資産合計 14,483 15,305 

負債純資産合計 37,300 41,261 
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（２）損益計算書
    （単位：百万円） 

 
前事業年度 

(自 2018年３月１日 
 至 2019年２月28日) 

当事業年度 
(自 2019年３月１日 

 至 2020年２月29日) 

売上高 177,499 182,627 
売上原価    

商品期首たな卸高 5,023 4,580 
当期商品仕入高 134,709 138,996 

合計 139,732 143,576 

他勘定振替高 16 78 
商品期末たな卸高 4,580 4,814 

商品売上原価 135,135 138,683 

売上総利益 42,364 43,943 
その他の営業収入    

不動産賃貸収入 1,071 1,155 
その他 1,139 1,231 

その他の営業収入 2,211 2,386 

営業総利益 44,575 46,329 
販売費及び一般管理費    

役員業績報酬引当金繰入額 29 11 
給料手当及び賞与 18,033 18,985 
賞与引当金繰入額 214 218 
減価償却費 1,761 1,741 
賃借料 6,088 6,264 
その他 16,038 16,660 

販売費及び一般管理費合計 42,166 43,880 

営業利益 2,408 2,449 

営業外収益    

受取利息 16 15 
受取配当金 5 4 
受取保険金 21 31 
その他 13 7 

営業外収益合計 56 58 

営業外費用    

支払利息 9 4 
その他 23 40 

営業外費用合計 32 45 

経常利益 2,431 2,463 

特別利益    

固定資産売却益 11 - 
災害保険金収入 - 97 

特別利益合計 11 97 

特別損失    

減損損失 636 412 
店舗閉鎖損失 19 - 
店舗閉鎖損失引当金繰入額 33 8 
災害による損失 - 185 

特別損失合計 689 606 

税引前当期純利益 1,753 1,954 

法人税、住民税及び事業税 870 754 
法人税等調整額 △187 △28 

法人税等合計 682 726 

当期純利益 1,070 1,228 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 2018年３月１日 至 2019年２月28日）

              （単位：百万円） 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本準備金 資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計  
固定資産圧
縮積立金 

別途積立金 繰越利益
剰余金 

当期首残高 1,604 1,449 1,449 72 13 7,800 2,407 10,293 

当期変動額                

新株の発行（新株予約
権の行使） 

7 7 7          

固定資産圧縮積立金の
取崩         △3   3 - 

剰余金の配当             △226 △226 

当期純利益             1,070 1,070 

自己株式の消却             △0 △0 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                

当期変動額合計 7 7 7 - △3 - 847 843 

当期末残高 1,612 1,457 1,457 72 9 7,800 3,254 11,137 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 
評価・換算差額

等合計 

当期首残高 △0 13,347 200 200 61 13,609 

当期変動額            

新株の発行（新株予約
権の行使）   15       15 

固定資産圧縮積立金の
取崩   -       - 

剰余金の配当   △226       △226 

当期純利益   1,070       1,070 

自己株式の消却 0 -       - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）     4 4 9 14 

当期変動額合計 0 859 4 4 9 873 

当期末残高 - 14,206 204 204 71 14,483 
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当事業年度（自 2019年３月１日 至 2020年２月29日）

              （単位：百万円） 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計  
固定資産圧
縮積立金 別途積立金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 1,612 1,457 1,457 72 9 7,800 3,254 11,137 

当期変動額                

新株の発行（新株予約
権の行使） 14 14 14          

固定資産圧縮積立金の
取崩         △1   1 - 

剰余金の配当             △378 △378 

当期純利益             1,228 1,228 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                

当期変動額合計 14 14 14 - △1 - 851 849 

当期末残高 1,626 1,472 1,472 72 8 7,800 4,106 11,987 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  自己株式 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

当期首残高 - 14,206 204 204 71 14,483 

当期変動額            

新株の発行（新株予約
権の行使）   29       29 

固定資産圧縮積立金の
取崩            

剰余金の配当   △378       △378 

当期純利益   1,228       1,228 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）     △47 △47 △9 △57 

当期変動額合計   879 △47 △47 △9 821 

当期末残高   15,086 156 156 62 15,305 
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（４）キャッシュ・フロー計算書
    （単位：百万円） 

 
前事業年度 

(自 2018年３月１日 
 至 2019年２月28日) 

当事業年度 
(自 2019年３月１日 

 至 2020年２月29日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 1,753 1,954 
減価償却費 1,761 1,741 
減損損失 636 412 
引当金の増減額（△は減少） △0 △39 
受取利息及び受取配当金 △21 △19 
支払利息 9 4 
災害損失 - 185 
災害保険金収入 - △97 
固定資産売却損益（△は益） △11 - 
売上債権の増減額（△は増加） △143 △694 
たな卸資産の増減額（△は増加） 444 △289 
仕入債務の増減額（△は減少） △94 2,541 
その他 230 907 

小計 4,563 6,606 

利息及び配当金の受取額 5 4 
利息の支払額 △8 △3 
保険金の受取額 - 97 
災害損失の支払額 - △41 
法人税等の支払額 △696 △970 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,863 5,692 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,680 △1,985 
有形固定資産の売却による収入 15 - 
差入保証金の差入による支出 △218 △279 
差入保証金の回収による収入 157 214 
預り保証金の返還による支出 △26 △24 
預り保証金の受入による収入 78 3 
その他 △179 △335 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,853 △2,407 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 100 - 
長期借入金の返済による支出 △515 △360 
配当金の支払額 △226 △378 
その他 △70 △60 

財務活動によるキャッシュ・フロー △711 △798 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,298 2,486 

現金及び現金同等物の期首残高 7,426 8,724 

現金及び現金同等物の期末残高 8,724 11,211 

 

- 12 -

マックスバリュ九州株式会社　(3171)
2020年2月期　決算短信〔日本基準〕(非連結)



（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。 

 

（持分法損益等）

関連会社がないため、該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報 

当社は、食品及び日用雑貨品を主に販売するスーパーマーケット事業及びその附随業務の単一セ

グメントであるため、記載を省略しております。 

ｂ．関連情報 

前事業年度（自 2018年３月１日 至 2019年２月28日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(１)売上高 

本邦以外への外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(２)有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2019年３月１日 至 2020年２月29日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(１)売上高 

本邦以外への外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(２)有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

該当事項はありません。 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

 

前事業年度 

（自 2018年３月１日 

  至 2019年２月28日） 

当事業年度 

（自 2019年３月１日 

  至 2020年２月29日） 

１株当たり純資産額 1,905.11円 2,010.40円 

１株当たり当期純利益金額 141.62円 162.12円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
140.68円 161.26円 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりです。 

 

前事業年度 

（自 2018年３月１日 

  至 2019年２月28日） 

当事業年度 

（自 2019年３月１日 

  至 2020年２月29日） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額（百万円） 1,070 1,228 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
- - 

普通株式に係る当期純利益金額 

（百万円） 
1,070 1,228 

期中平均株式数（千株） 7,556 7,577 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
   

当期純利益調整額（百万円） - - 

普通株式増加数（千株） 50 40 

（うち新株予約権（千株）） （50） （40） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ － 
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（重要な後発事象）

（合併契約締結について） 

当社、イオン九州株式会社（以下「イオン九州」といいます。）、イオンストア九州株式会社（以下「ＡＳ

九州」といいます。）及びイオン株式会社（以下「イオン」といいます。）は、2018年10月10日に当社、イ

オン九州及びＡＳ九州の経営統合（以下「本経営統合」といいます。）に関する基本合意書（以下「本基

本合意書」といいます。）を締結し、本経営統合に関する協議を進めてまいりました。 

本基本合意書に基づき、当社、イオン九州及びＡＳ九州は、2020年9月１日（予定）を効力発生日とし

て、イオン九州を存続会社とする合併を実施することを、2020年4月10日開催のそれぞれの取締役会

にて決議し、吸収合併契約を締結いたしました。なお、本合併の効力発生日（2020年9月１日予定）に

先立ち、当社の普通株式は、株式会社東京証券取引所において、2020年8月28日付で上場廃止（最

終売買日は2020年8月27日）となる予定です。 

１．合併の目的 

当社、イオン九州及びＡＳ九州の食品事業を集約することで、事業規模の拡大による更なる商品開

発力や商品調達力の強化や利益率の向上が可能となること、及びローコストオペレーションを主軸と

する当社の店内オペレーションを各社に水平展開することにより、事業基盤をより強固なものへと変革

いたします。 

また、イオン九州とＡＳ九州は九州エリアで食品小売事業、非食品小売事業を運営することから親和

性が高く、当社、イオン九州及びＡＳ九州の本社機能の統合や物流の共通化等、経営資源の最適化

を図ることで、今まで以上に地域のお客さまの豊かなくらしに貢献できると考えております。 

２．合併の方法 

①当社とイオン九州の合併 (以下「本合併」といいます。) 

当社及びイオン九州は、イオン九州を吸収合併存続会社、当社を吸収合併消滅会社とする吸収

合併の方式により実施いたします。 

②イオン九州とＡＳ九州の合併 (以下「AS九州合併」といいます。) 

イオン九州及びＡＳ九州は、イオン九州を吸収合併存続会社、ＡＳ九州を吸収合併消滅会社とす

る吸収合併の方式により実施いたします。 

３．合併後の企業の名称 

イオン九州株式会社 

４．本経営統合の日程 

本基本合意書締結日（当社、イオン九州、ＡＳ九州） 2018年10月10日

本件取引に関する取締役会決議日（当社、イオン九州、ＡＳ九州） 2020年４月10日

本合併契約及びＡＳ九州合併契約締結日（当社、イオン九州、ＡＳ九州） 2020年４月10日

定時株主総会における本合併及びＡＳ九州合併契約承認決議日（イオン九州） 2020年５月14日（予定）

定時株主総会における本合併契約承認決議日（当社） 2020年５月14日（予定）

定時株主総会におけるＡＳ九州合併契約承認決議日（ＡＳ九州） 2020年５月14日（予定）

最終売買日（当社） 2020年５月27日（予定）

上場廃止日（当社） 2020年８月28日（予定）

本件取引の効力発生日 2020年９月１日（予定）

５．本合併に係る事項 

（１）本合併に係る割当ての内容 

当社の普通株式１株に対して、イオン九州の普通株式1.5株を割当て交付いたします。なお、上記

の本合併比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議の上、変更するこ

とがあります。 
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（２）算定に関する事項 

本合併における合併比率その他本合併の公正性を担保するため、当社は株式会社アーク・フィナ

ンシャル・インテリジェンス、イオン九州はＳＭＢＣ日興証券株式会社を、それぞれ第三者算定機関と

して選定し、検討いたしました。 

当社およびイオン九州は、それぞれ、当該第三者算定機関による算定結果を参考に、かつ相手方

に対して実施したデューディリジェンスの結果等を踏まえて、それぞれの財務の状況、資産の状況、

将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両社の間で合併比率について慎重に交渉・協議を複数

回にわたり協議を重ね、決定いたしました。 

（３）当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 

（１）名称 イオン九州株式会社 

（２）所在地 福岡県福岡市博多区博多駅南二丁目９番11号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 柴田 祐司 

（４）事業内容 衣料品、食料品、住居余暇商品、ホームセンター商品等の小売事業 

（５）資本金 3,156百万円 

（６）決算期 ２月末 

（７）売上高 205,477百万円 

（８）当期純利益 296百万円 

（９）純資産 14,147百万円 

（10）総資産 98,991百万円 

（注）2020年２月29日現在。 

６.ＡＳ九州合併に係る事項 

（１）ＡＳ九州合併の吸収合併消滅会社の状況 

  吸収合併消滅会社 

（１）名称 イオンストア九州株式会社 

（２）所在地 福岡県福岡市博多区博多駅南二丁目９番11号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 平松 弘基 

（４）事業内容 衣料品、食料品、住居余暇商品、ホームセンター商品等の小売事業 

（５）資本金 10百万円 

（６）決算期 ２月末 

（７）売上高 46,032百万円 

（８）当期純損失 ▲2,462百万円 

（９）純資産 8,194百万円 

（10）総資産 22,209百万円 

（注）2020年２月29日現在。 

７．会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」に基づき、共通支配下の取引等として処理する予定です。 
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（店舗譲受について） 

当社は、2020年２月14日開催の取締役会決議に基づき、株式会社レッド・キャベツ（以下「レッドキャ

ベツ」といいます。）より、2020年３月19日付で、賃借人としての地位承継又は不動産売買契約により、

レッドキャベツの店舗を10店舗譲受いたしました。 

 

１．不動産譲受の目的 

福岡県を中心にスーパーマーケット事業を展開するレッドキャベツの店舗不動産を譲り受けることに

より、当該エリアでの当社の食料品販売シェアを高めるとともに、当社の持つ商品仕入ルートや物流

システムを統合することにより、よりローコストな運営体制を実現することで、収益力を高めることを目

的としております。 

 

２．譲受する相手会社の名称 

株式会社レッド・キャベツ 

 

３．譲受資産の種類と譲受前の使途 

レッドキャベツ10店舗の土地、建物、什器備品等の営業用資産及び転貸用資産一式。 

 

４．譲受の時期 

2020年３月19日 

 

５．譲受価額 

単位:百万円 

  譲受価額 

土地 2,080 

建物 329 

什器備品 306 

計 2,715 

 

６．その他 

当社は、10店舗の店舗譲受のほか、2020年３月19日付で、レッドキャベツの店舗３店舗を賃借してい

ます。 
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